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で農地整備(その 95%は交換分合)の事業がなされ
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根費用だけでも 3,000 ユーロ/ha かかり、その後、
農地として再生させるために数年かかる。こうし
て耕作放棄が進むことになる。
第 1表 ナント都市圏耕作放棄地増加 (ha, %)
作目/年 1999 2012 増面積 変化率
単年作物 15,692 14,941 -751 -4 
ブドウ 14,267 11,093 -3,174 -22
野菜・花 2,652 2,804 152 6 
果樹・苗木 308 325 17 5.5
牧草 15,269 17,145 1,876 12







について紹介しておこう(Terre de Liens ホーム
ページ)。この組織は株式合資会社 Foncier Terre de 


















が、TdL や農地公社 SAFER を通じて農地の取得
と管理を行う事例が増えている。2015 年の Loi 
Notre 法以降、とりわけ大西部でコミューン(市町
村)合併が進んでおり、たとえばメーヌ・エ・ロワー


















システムを拒否する」(Jeunes Agriculteurs 2015, 
p.44)。
 TdLと同じく、市民的な農業を志向する国際農
民団体 Via Campesina とその設立母体の一つであ
るフランス「農民連盟」もまた、農地についてTdL
とは異なったスタンスを有している。TdL と Via 


































































取得した 12.6ha のうち、6.5ha が既存の野菜農家
に賃貸された。市町村共同体は、地域団体商標に
より、彼らが地元の量販店に野菜を販売するのを
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(N)1 万 3,500ha である。このメトロポールと、さ
らに周辺の市町村共同体(CCEG)を含めて、
























経営本拠地の移転 40% (2万ユーロを上限) 
新規就農支援 20% (2万ユーロを上限、
+4,000有機、+4,000直売) 
直売集団への支援 40% (22,000ユーロを上限) 




















経験を紹介しよう(Terre en ville 2017)。ここでは、
連帯経済組織である、集団的利益協同組合法人
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 Bonnefoy (Frugal 2020)によれば、PATは 2014年
の「農業と食料、森林の未来の法律」(第 39条)に
よって積極的な役割を演じるようになったという。









を可能とする。すなわち 2017年 3月 30日付けの
農業省食品総局の通達(DGAL/SDPAL/2017-294)は
PATの「規格化」の側面を示している。つまり PAT







































l’Agriculture et de l’Alimentation 2019)。この二つの
横断的措置は、生産者や消費者、食品企業団体、
すべてのステークホルダーからなる食料国民総会
Egalim を受けて強調された。PNA には、年 3,900
万ユーロ(うち 3,500 万ユーロは欧州の基金)が当
てられている。2014年の「農業と食料、森林の未






































Darrot らは、2014 年から 2019 年までの「全国





























であり、うち量販店での販売額 6 億 1,900 万ユー
ロで、有機専門店のそれが 5 億 8,900 万ユーロ、
中小小売店 7,100万ユーロ、直売 2億8,500万ユー
ロであった。2016 年には販売総額 71 億 4,700 万
ユーロで、量販店 30億 2,400万ユーロ、有機専門
店 24億 9,700万ユーロ、小売店 3億2,600万ユー
ロ、直売8億8900万ユーロ、給食2億2,900万ユー
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  レンヌ市は人口 21万 5,000人ほどで、団体給食



















たこの仕様書を遵守する商標Terres de souces ®は
6つのステークホルダー(生産者と加工企業、消費
者、地方公共団体、従業員、出資者)からなる連帯















走っている。2010 年に市は 4ha の農地を取得し、
現在 6haの農地で 3人が農業に従事している。食
事の間に、食育担当者が従事している(保育園では
10人の子供につき 1人、小学校では 14人につき 1













1 食あたり 2.04 ユーロであり(2017 年)、給食費は
所得に応じて 2.0～6.20 ユーロである(平均 3.13
ユーロ)。これまでは 1 食あたり 147g あった食品
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ことで、CTE が PAT を準備したとも言えよう
(Darrot et al. 2019, p.19)。
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